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2020 年 11 月 15 日、東アジア包括的経済連携（RCEP）がインドを除く 15 か国で

署名された。RCEP は、ASEAN＋6（日本、中国、韓国、豪州、ニュージーランド、イ

ンド）により交渉が開始された広域自由貿易協定（FTA）であり、2012 年 11 月に交

渉の立上げが宣言されてから、8 年にもおよぶ交渉期間を経て、インドを除き署名

に至った。発効には少なくとも ASEAN 加盟国のうち６か国および ASEAN 以外の３

か国が批准をすることが条件となっており、2021 年中の発効を目指す。インドを除

いても世界の人口、GDP および貿易総額の 3割を占める巨大な経済圏をカバーす

る協定となる。日本にとっては、環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先

進的な協定（CPTPP）、日 EU経済連携協定に続き、3 つめの広域 FTA（いわゆるメ

ガ FTA）を結ぶこととなる。日本政府は、日本の貿易総額のうち FTA によってカバ

ーされる割合（FTA カバー率）を 2018 年までに 7割にすることを目標にしていた

が、FTA が未締結だった中国・韓国を含む RCEP の完成により 75%に達する。 

RCEP の意義と特徴 

2000 年前後まで「FTA の空白地帯」だった東アジアで、貿易投資を支える制度面

での統合を進める機運が高まる中、RCEP の原型として、当初、中国の提案による

ASEAN+3(日本、中国、韓国)からなる東アジア自由貿易圏構想と、日本が提案する

豪州、ニュージーランド、インドを加えた ASEAN+6 からなる東アジア包括的経済連

携構想の 2つの案が存在した。それぞれ案の裏には戦略的な思惑があり、どちら

の枠組みを選ぶか、しばらく決まらない時期が続いていた。しかし、米国のオバマ

政権がアジア重視の政策を打ち出し、TPP の交渉を主導して加速させると、TPP に

対して警戒感を抱く中国が柔軟な姿勢に転じて、日中が合意し共同提案を ASEAN

に提出し、2012 年 11 月に ASEAN+6 の枠組みでの RCEP 交渉が立ち上がった。

TPP 交渉が先行して合意に達したが、米国でトランプ政権が誕生すると、署名済で

あった TPP から離脱し、さらに保護主義的な貿易政策に転じることによって、自由

貿易体制を揺るがす事態となった。RCEP 交渉は、できるだけ高いレベルの自由化

と包括的なルールを盛り込むことを目指す一方で、参加国に新興国を多く含むため

に、交渉は容易にはまとまらず、合意に達するのに長い期間を要することとなった。



米中貿易戦争が激しくなる中で、中国が交渉に前向きになったことが、交渉を加速

させた要因のひとつだと考えられる。2019 年 11 月にインドを除く 15 か国は大筋合

意に達したが、後述のようにインドが離脱を表明し、それ以降交渉のテーブルには

戻らなかった。日本・豪州が中心となってインドの復帰を働きかけたが、翻意には至

らず、2020 年 11 月にインドを除く 15 か国で署名をすることとなった。署名後の首

脳声明では、RCEP はルールに基づく自由貿易推進およびポスト・コロナの経済回

復を支える重要な役割を果たすとメッセージを打ち出した。 

経緯を振り返ると、RCEP は、経済的結びつきが強まる東アジアでのルールに基

づく貿易投資の制度づくりが具体化したものであり、一方で、地域枠組みとしてはア

ジア太平洋地域の戦略的な環境変化に対応して形成されたものであると言える。

2016 年に安倍前首相が打ち出した「自由で開かれたインド太平洋（FOIP）」構想か

ら捉えると、RCEP の意義がよりはっきりと浮かんでくる。日本政府によると、FOIP

は成長著しいアジアと潜在力溢れるアフリカおよび太平洋とインド洋を結ぶ地域

で、ルールに基づく国際秩序の確保を通じて、地域の平和と安定、繁栄に貢献し、

経済と安全保障の両面での連携を目指すものとされる。また、FOIP が示す基本原

則に沿うのであれば、日本はどの国とも協力すると述べられている。具体的な政策

の柱として、①法の支配、航行の自由、自由貿易等の普及・定着、②連結性（質の

高いインフラ）および EPA/FTA を含む経済連携の強化、③平和と安定の確保の３

つが挙げられている。なお、米国、インド、豪州、ASEAN 等の国がそれぞれのイン

ド太平洋構想を発表しており、地域外交における指標となっている。RCEP は、イン

ド太平洋地域において、自由で公正な貿易投資のルール整備を進めて、地域の経

済的繁栄に資するという点で、FOIP 構想を具体化させる重要な経済連携の取り組

みであると位置づけることができる。 

RCEP ができたことで、既存の FTAが存在しなかった日中韓の間に新しく FTA

が締結されることとなる（表１）。インドが加わっていれば、印中、印豪、印ＮＺの間に

も新しく FTA が結ばれることになっていた。署名された協定に目を転ずると、RCEP

は 20 章の構成となっている 1。日本政府の発表によると、関税の自由化率は品目

数ベースで、日本からの輸出に関して、86~100％（ASEAN・豪州・ＮＺ）、86%（中

国）、83%（韓国）となり、工業製品については全体で約 92％の品目で関税撤廃とな

る。日本への輸入に関して、88%（ASEAN・豪州・ＮＺ）、86％（中国）、81％（韓国）と

なり、重要 5品目（米、麦、牛肉・豚肉、乳製品、甘味資源作物）は関税撤廃・削減

から除外している。関税撤廃・削減スケジュールは、多数の品目で 10 年以内、最

長で 20 年以内に実施される。原産地規則は、累積制度（他の締約国の原産材料

を自国の原産材料とみなすことができ、付加価値を足上げ 40％以上によって原産

性が認められる）が採用されたことで、域内で複数国に跨るサプライチェーンでも

RCEP の特恵関税が受けやすいようになった。ASEAN+1 か国 FTA（ASEAN が日

本、韓国、中国、豪州、ニュージーランド、インドとの間にそれぞれ結んでいる FTA）

では ASEAN 域外国の間の FTAは繋がっておらず、また原産地規則の制度が異な
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ることで、企業にとって使い勝手が良くないという課題があった。RCEP によって共

通ルールの下、シームレスな FTA網が完成したことは最大の利点であると言える。

証明手続きには、従来の第三者証明に加えて、認定された輸出者、また一定の期

間内に全ての輸出者および生産者による自己申告制度を実施することが定められ

2、ビジネスフレンドリーな要素が盛り込まれた。 

 

表１ RCEP 参加国間の既存の FTA3 

 

 

サービス貿易では、WTOや既存の FTAの自由化約束を上回る分野が含まれ、

ポジティブリスト方式（自由化対象となる分野のみを記載）またはネガティブリスト方

式（全ての分野で自由化義務を負った上で自国措置の留保のみを記載）の併用と

なっている 4。金融サービス、電気通信サービスおよび自由職業サービスに関する

ルールも規定されている。投資章では、投資財産の保護のみならず、投資の自由

化に関しての規定が盛り込まれ、ネガティブリストに基づき、投資の許可段階（設立

前）の内国民待遇および最恵国待遇の原則供与が認められた 5。また、現地調達

要求、技術移転要求等のパフォーマンス要求の禁止の規定が置かれた。中国が結

ぶ投資協定でこのような要素が盛り込まれたのは初めてである。 

電子商取引では、電子的送信に対する関税の不賦課、サーバーなどのコンピュ

ーター関連設備の設置要求の禁止、プライバシー保護、国境を越える情報の移転

の自由の確保（データーフロー）、サイバーセキュリティ等の規則が盛り込まれた。
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一方、CPTPP に含まれるソースコードの開示要求禁止は規定されていない。その

他、中小企業、経済技術協力では、中小企業の能力向上のための協力や経済技

術協力に関する活動の推進等が規定されている。最終規定には、新規加入は協定

発効後 18 か月が経ってから可能になるとしているが、原交渉国のインドはこの期

間を待たずに加入することができると定められている。 

上記の特徴から、RCEP は、おおむね高い水準の自由化と、CPTPP 等の要素を

上手く取り込みつつ ASEAN+1FTA を上回る包括的なルールを備え、かつ後発国に

猶予を与える柔軟性を有する内容となっており、また企業にとっても利用しやすい

バランスの取れた FTA に仕上がったと評価できるだろう。但し、自由化のレベルと

ルールの内容には改善の余地が残されており、発効後 5年ごとに行うとされる見

直しを通じてよりよい協定にしていくことが期待される。 

インドの離脱 

2019 年 11 月、バンコクで開催された RCEP サミットにおいて、インドは RCEP の

交渉から離脱する意向を表明した。それ以降、インドは交渉会合に欠席している。 

インドの RCEP 交渉離脱の背景として、一つには、RCEP 参加国との貿易自由化

を進めることでとりわけ中国から安い製品が流入し、長年続いている貿易赤字がさ

らに拡大するのではないかという懸念が指摘されている。モディ政権が推進する「メ

ーク・イン・インディア」では 2022 年までに GDP に占める製造業のシェアを 25%へ

引き上げる目標を掲げている。交通・電力インフラ整備、税制改革、土地収用法や

労働法の法改正に取り組み、ビジネス環境は改善傾向にはあるが、製造業の伸び

はいまひとつで、十分な雇用創出ができていない。RCEP は製造業の競争力を高

めるのに貢献しうるという見方もある一方で、ASEAN や中国との競争に勝てないと

いう根強い懸念がある。もう一つには、国内政治への配慮がある。2019 年春の連

邦下院選でモディ首相率いるインド人民党（BJP）が圧勝を収めたものの、10 月の

デリー郊外ハリヤナ州と西部マハラシュトラ州の州議会選挙では農村部の票が伸

び悩み苦戦する結果となった。また、BJP の最大の支持母体であるヒンドゥー民族

主義団体・民族奉仕団（RSS）と関連するスワデーシー運動（国産品愛用）の団体ス

ワデーシー・ジャガラン・マンチ（SJM）やグジャラート州で乳製品「アムル」のブラン

ドを手掛けるグジャラート牛乳販売協同組合連盟（GMMF）が RCEP に対する激しい

反対デモを展開しており、モディ政権の判断に大きな影響を与えたとされる 6。 

インドの RCEP 交渉に関する主張や懸念は以下の点であるとされる 7。①インド

は 2014 年以降、携帯電話や通信機器等の一部の ICT 製品の関税を引き上げて

いる。また、近年ではWTO協定で約束している譲許税率を超えない範囲ではある

が実行税率を引き上げている。インドは関税引き下げ交渉のベンチマークとなる譲

許表（実行税率）の基準年を 2014 年から 2019 年へ変更することを主張し、高い税
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率を基準とすることで、自由化の度合いを緩やかにする狙いがあった。②中国から

の輸入を念頭に、工業製品等の 200 以上の品目で緊急輸入制限（セーフガード）

導入を求めたが、中国が強く反対した 8。③原産地規則で厳しい基準を採用するこ

とを求めたが採用されなかった。インドは、日本や ASEAN との既存の FTA におい

て、関税番号変更基準と付加価値基準の 2基準を同時に満たさなければいけない

という併用制を採用しているが、こうした厳しい原産地規則は企業が FTA を利用す

る妨げの要因となり得る。④特恵関税率を同じ条件（最恵国待遇）で参加国に与え

るという原則があるが、インドは対日本・韓国では 90%、対豪州・NZ では 86％、中

国には 80％を 20～25 年かけて撤廃することを求めた 9。⑤ASEAN・中国の非関税

障壁が対処されていない。具体的には、中国の医薬品市場への参入障壁のことを

指していると思われる。⑥ニュージーランドからの乳製品の輸入に対する懸念があ

る。⑦サービス貿易のモード 4（人の移動）で、特に IT エンジニアの移動等、サービ

ス自由化を求めたが、他の参加国が消極的だった。 

2020 年の交渉会合ではインドの交渉復帰が焦点だったとみられ、報道等による

と、インドに対して、マーケットアクセスに関する約束を一時保留とし合意可能な分

野のみ部分的に合意するという案が提示されたが、インドは、新型コロナパンデミッ

クで国内外の政治経済の不確実性が高まっている状況の中で、判断するのには適

切な時期ではないとし、応じなかったとされる 10。 

RCEP の経済効果とインド離脱の影響 

RCEP の経済効果とインド離脱によってどのような影響があるのかについて応用

一般均衡モデル（CGE）を用いて分析を行う。本稿では、モデルやシナリオの仮定に

関する説明は最小限にとどめて、主にシミュレーション結果のポイントについて紹介

をしたい。分析には、Global Trade Analysis Project (GTAP)の GTAP モデルと第 10

版データベース（基準年 2014 年）を使用する。モデルの仕様とシナリオの仮定につ

いては、Kikuchi et al.（2018）で RCEP の分析に使われているものと同じ内容を用い

る 11。シナリオの仮定を簡潔に述べると、RCEP により物品貿易にかかる関税と非

関税障壁（主に貿易円滑化を想定 12）が削減されるのと、サービス貿易のコストが

下がるケースを想定している。RCEP が 16 か国の場合と、インドが抜けて 15 か国

になった場合の 2つのシナリオについてシミュレーションを行った。 

表 2 は、実質 GDP の変化についてシミュレーション結果をまとめている。なお、

シミュレーション結果は、ベースライン（RCEP が実施されない場合）と比較した変化

である。RCEP16 では、実質 GDP の変化は、ASEAN が+6.0%、日本が+5.1%、中国

が+4.9%、韓国が+7.2%、豪州が+3.2%、ニュージーランドが+3.0%、インドが+7.1%であ

る。RCEP によって参加国に大きな経済効果が生み出されることが示されている。

日本の場合、主要貿易相手国である中国と韓国と新たに FTAが締結され比較的

高かった関税が削減される効果や、ASEAN や豪州への自動車輸出（中古車含む）
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にかかる関税が削減される効果が大きい 13。加えて、非関税障壁が、とりわけ

RCEP の新興国で削減される効果が大きい。また、地域のサプライチェーンを通じ

た貿易拡大や、新興国の所得増加による日本からの輸出拡大の効果がある。

ASEAN の場合、既存の FTA により関税はすでに低水準にあり効果は限定的であ

る一方、自国の非関税障壁の引き下げによる効果が大きい。輸入コストが下がって

産業の競争力が上がり、比較優位のある製品の輸出が増大する。マレーシア、フィ

リピン、シンガポール、タイ、ベトナムでは電子機器製品、カンボジア、ベトナムでは

アパレル製品の輸出の伸びが大きい。インドの場合、主要輸出先の中国や ASEAN

での関税・非関税障壁が下げる効果があるが、より重要なのは、インドにおいて高

い水準で残る関税・非関税障壁が削減される効果である。輸入コストが下がること

で、インドが比較優位を持つ産業の競争力が増し化学関連、金属、機械および金

融等のサービスの輸出が増える。自動車や電子製品の輸出の伸びも大きいことが

示されている。これは、RCEP 通じてインドが東アジアの製造業のサプライチェーン

への参加を拡大させる可能性を示唆している。輸出が伸びる産業では雇用も大きく

増加する。一方で、インドは軽工業での比較優位は乏しく、繊維・アパレル等の輸

出の伸びは小さい。 

 

表２ RCEP による経済効果（実質 GDP の変化） 

 

出所：GTAP データベース 10 に基づき筆者推計。 

 

続いて、インドを除く RCEP15 について、インド離脱の影響を中心に見ていく。第

一に、インドが RCEP に参加しないことの機会損失が非常に大きい。+7.1%の GDP

の押し上げ効果を逸することになる。第二に、RCEP15 では、インドは-0.2%のマイナ

スの効果を被ることになる。これは、インドを除く RCEP 参加国間での貿易障壁が

削減され輸入価格が下がることで、輸入先をインドから他の RCEP 参加国に切り替

える「貿易転換効果」が生じるためである。第三に、インドが抜けることで全体の押

し上げ効果は縮小する。マイナス影響を比較的大きく受けるのは、ASEAN（6.0%→
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5.4%）、中国（4.9%→4.6%）、韓国（7.2%→6.5%）である。具体的な例を挙げると、インド

ネシア、マレーシアはインド向けのエネルギー資源の輸出、タイ、ベトナムはインド

向けの化学製品、自動車、電子機器等の工業製品の輸出でマイナスの影響を受け

る可能性がある。日本は-0.1 ポイントと影響は限定的である。インド離脱による他

の RCEP 参加国への影響はそれほど大きくはないが、将来的にインド経済が成長

していくことを見据えると、長期的なインパクトは大きくなると考えられる。 

おわりに 

RCEP が、おおむね高い水準の自由化と包括的なルールを備える枠組みとして

完成したことは、インド太平洋地域の経済連携を推進する上で重要な成果だと言え

る。一方で、日本にとって戦略的に重要なパートナーであるインドが今回加わらな

かったという大きな課題が残った。 

ASEAN の経済統合の特徴として、各国の経済発展や政治制度の違いを尊重し

て、漸進的に自由化を進める柔軟性を取り入れてきた。署名された RCEP にはイン

ドの復帰について特別な扱いを定めている他、柔軟性を認める様々な工夫がなさ

れている。インドとは継続的な協議を行い、インドが参加できる準備が整うまで、粘

り強い働きかけをしていくことが求められる。 

インドの重要な課題のひとつとしては、「メーク・イン・インディア」政策を推進して

製造業の発展を支えるインフラ・法整備を着々と進めることが重要である。こうした

経済政策の効果が現れるには時間を要するが、対内直接投資が年々増加してい

る等、徐々に成果も出ている。またハードインフラの整備だけでなく、教育普及を通

じて産業人材を育てることが不可欠である。教育普及にはデジタル技術の活用が

極めて重要な役割を果たすと考えられる。 

インド太平洋構想の実現を目指す枠組みでは、米国の国際開発金融公社

（DFC）が主導をして、日本・豪州と協力し、質の高いインフラ投資を推進する「ブル

ードットネットワーク」等の取り組みがある。インドのインフラ整備や人材育成を支援

することを目指して、質の高いインフラ投資を通じた連結性強化、デジタル技術等

の分野で日米豪印の経済協力を進めていくことも重要だろう。 

また将来的には、インドだけではなく、南アジアのサブ地域グループである南アジ

ア・サブリージョン経済協力（SASEC）等と連携をして、RCEP 参加国を増やしていく

ことも重要であると考えられる。 
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